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人勧完全実施に加えて物価高騰を踏まえた一時金支給を 

 ８月 10日、人事院は初任給・若年層の俸給表改善と３年振りのボーナス引き上げ

（0.1月分）を政府と国会に対して勧告しましたが、現在の引き続く物価上昇のもとで

の生活改善には遠く及ばない極めて低額なものと言わざるを得ません。 

 ６月 30日に支給されたボーナスは、昨年度の 0.15月分引き下げ未実施分の上乗せ

削減は組合の要求によって実施されなかったものの、2020年度の 0.05月分引き下げに続いて年間 0.15月分

削減となるため、その半期分 0.075月分の減額支給となっています。 

 日本銀行が金融緩和を継続し超低金利状態が続くもとで、アメリカの中央銀行である連邦準備制度理事会

（FRB）が金融緩和の正常化に向けて 3月に金利の引き上げを実施、ロシアのウクライナ侵略戦争による資源

価格高騰等により日本の物価高騰が急激に進み、加えて更新を続ける円安のもとで、教職員の生活不安が高

まっています。 

 このため組合は、9月 14日（水）に学長宛に「大幅な物価高騰を踏まえた賃金引上げ・一時金支給につい

て」との申し入れ書を提出しました（2頁参照）。申入書では、ボーナス 0.1月分引上げ等の完全実施を求め

るとともに、昨今の異常な物価高による教職員の生活不安に応えるための一時金支給を求めています。 

安部元首相の国葬へ反対の声高まる 県民葬へも批判 

 ７月８日の銃撃事件により急逝した安倍晋三元首相の国葬をめぐって、政府が法律上の根拠なく「国葬」

を実施（9月 27日）すること等への疑問･反対の声が急速に広がっており、市民によるネット署名や国会周

辺での大規模な反対集会、また全国各地で反対行動が展開されています。加えて山口県では村岡県知事が打

ち出 した「県民葬」（10月 15日）についても問題となっています。今回の国葬実施に際して

国立大学等への弔意強制が危惧されていましたが、永岡桂子文部科学相は 8 月 30 日の記

者会見で、「自治体や教育委員会など関係機関に対する弔意表明の協力の要望を行うこと

はない」と述べており、国立大学法人も同様と思われますが、なお注意が必要です。 

 

各世論調査 いずれも国葬反対が賛成を上回る 
 ８月以降の報道機関などによる世論調査結果が次々に公表されていますが、NHK（8/5-8/7 調査）では

「評価しない」50%・「評価する」36%、時事通信（8 月）では「反対」47.3%・「賛成」30.5%、毎日新聞

（8/20-8/21）では「反対」53%・「賛成」30%、朝日新聞（9/10-9/11）では、「反対」56%・「賛成」38％と

いずれも「反対」が「賛成」を上回っており、旧統一教会問題への批判の声の広がりも留まるところを知り

ません。また、東京の小金井市、神奈川の鎌倉市、葉山町、鳥取の日南町の議会で反対の意見書が採択され

るなど、地方自治体での批判の声も出始めています。この他東京では、世田谷

区長・杉並区長・多摩市長らが疑問を呈し、9 月 11 日に再選を果たした沖縄の

玉城知事も「国民の世論が非常に厳しいものがある」として国葬欠席を表明す

るなど自治体のトップから国葬開催への疑問が相次いでいます。 

全教職員配布 
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